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植民地政策，清王朝，軍閥の政策，古くからの阻習の対崎の中で中国女性は家
庭，社会における隷属的地位を受け入れてきた（注 3 ）。 20世紀初頭，中国では，
男女共学の実現，女性運動の展開にもかかわらず，男女平等の思想は社会にも
教育制度的にも広く受け入れられることはなかった。 1926年，文盲は20歳から
25歳の女性でも83.4% に達し， 40歳以上では98.9%を占めた（注 4 ）。また，企業
においては男性に比して劣悪な労働条件に加え，賃金は男性の半分から 3 分の





た。 1920年外国資本は16.67億元，中国資本は 7 億元にしかならなかった。産
業総資本金において，外国資本は70.4%を占め，中国資本は29.6%にしか達しな
かった。 1936年には，外国資本は64億元，中国資本は17.7億元であり，外国資




年）（注 8 ），発電力量の77.1% (1936年）（注 9 ），綿布生産高の64%，タバコ生産高
の58% (1935年）（注IO）を独占，支配していた。また，中国の鉄道線路の90.7%
も支配していた (1936年）（注11)。さらに，外国資本は巨大な金融勢力を持ち，
金融を支配した。 1931年香港上海銀行 (1864年イギリスが香港に創立した， H


























































に比して 3 分の 1 の給与しか，保障されなかったため，この社会進出は女性の
男性に対する社会的地位を上げるという結果をもたらさなかった。より下層の








































業 種 人 数 女性比率
紡績（染色） 135781人 46.7% 
機 械 143 0.8% 
化 学 8612 20.5% 
飲 食 15616 42.5% 
その他（雑業） 2215 16.0% 





-241 ( 759 ）一
おいては屋内労働者数以外に屋外労働者を統計データとして残している。それ
が以下の図表 3~1, 3 2 である（上海の屋内労働者は313,500人で松井の全
国662,400人に対して約半数に達する）。ここから屋外と屋内を加えた中国全体
の労働状況を推し量ることができる。屋内労働者数約313500人に対して屋外労





図表 3 1 屋内労働者数 図表 3 2 屋外労働者数
工 場 労働者数 工 士曇 労働者数
紡績工場 90000人 鴫頭苦力 13776人
トー
煙草製造 15000 同抱車夫 15000 
江南製造所 4000 荷車曳 12000 
硝 子 1500 日傭夫 2000 
裁縫工 47000 人力車夫 35000 
製 革 1000 輪車人夫 15000 
印刷工場 10000 糞尿吸取夫 5000 
電気製造 6000 i仁kJ 計 97776 
兵機工場 4000 
造 船 40000 
朝t 工 25000 
大工指物 70000 
i5- 計 313500 
出所：『大阪毎日』 1920年 5 月 23 日により
さて，女子労働者の雇用は特に沿海，長江流域の企業に集中していた。羅氏
は女性労働者における出身地からみると，農村出身の人が中心で，紡績業では









1930年 9 省29市女工の調査（図表 4 ）によれば，女性労働者数は374117人，
1920年の 3 倍に達した。
図表 4 1930年 9 省29市業種別女性労働者の比率
業 種 人 数 女性比率
紡 績 337546人 59.5% 
イヒ Aう主乙J与 9907 13.8% 
食 口口 14843 8.4% 
そ の他 10289 5.1% 






15歳未満 15～20歳 20～25歳 25～30歳 合計
上 海 23.0% 36.1% 19.9% 12.1% 91.1% 
青 島 6.6% 59.8% 23.5% 5.6% 95.5% 
天 津 11.5% 33.0% 26.4% 14.9% 85.8% 
出所：羅蘇文『女性与近代中国社会J 1996 
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1946年の統計からみると，女工が半数以上を占める業種には主に熟練工，半
技能工を中心とする業種である。また，女工は大中型企業に集中された（注28)0 
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さて，日本の植民地支配の中心であった関東庁管内は昭和2年（1927年）第
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国籍別にすれば，日本内地人女性労働者は総数75人中，繊維工業29人（39%)
最も多く次ぎ製版・印刷・製本業17人（22%），紙工業11人 (15%），瓦斯・電
気及び天然力利用に関する業 9 人 (12%），窯業 7 人（9%），最後飲食・晴好品




































































昭和 2 年の調査では，日本内地人男性労働者中勤続一年以内の者 5%，五年
以内（ 1 ～ 5 年まで）の者14%，五年を超える者81%，日本内地人女性労働者
中一年以内の者32%，五年以内の者28%，五年を超える者40%の割合になってい


























日車両地人回世日本向地人古性 申国人男性 中国人宜性 朝鮮人男性 朝蝉人宜性
出所：『昭和二年 関東庁労働統計書』 157頁～169頁により作成





















また，男女思lj，国別と賃金（昭和 6 年）の関係をみると，日本内地人男性 3





























均では12時間である（注40）。 12時間労働で，紡績工場は午前 6 時と午後 6 時を交
替時間として 2 交替制で労働に従事するのが普通であった（注41)。
昭和 2 年調査により日本内地人工場においては， 10時間以内のもの195, 10 
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している。
第 4 次中国全国人口普査によれば， 1980年代初頭においても女性文盲率は
45.23% と依然、として高く，女性総人口の約半数を占めていた。ほとんど農村
部の中高年の女性と思われる。 1990年では女性文盲率18.59%，男性文盲率
6.26%であり女性は男性の 3 倍であり，総文盲率の73.49%を占めた。 90年代
になって女性文盲率は急速に減少したが，男性と比べ遅いと思われる。したがっ
て，女性が総文盲数に占める比率は段々高くなり， 80年代の69.2%から90年代
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復古的政策との対崎











































年末総人数 1949年を100 女性数 1949年を100とする指数 とする指数
1949 800.4 100 60.0 100 
1952 1580.4 197.5 184.8 308.0 
1953 1825.6 228.1 213.2 355.3 
1954 1880.9 235.0 243.5 405.8 
1955 1907.6 238.3 247.3 412.2 
1956 2423.0 302.7 326.6 544.3 
1957 2450.6 306.2 328.6 547.7 
出所：『偉大的十年』人民出版社， 1958年， 159～161頁
























者は徐々に増加した。特に，紡績業の生産は 3 年で 3 倍以上に増加し，この荷
い手は女性であった。各産業における固有企業の成長を受けて， 1956年以降，






















































































































































事業投資は急増し，婦人産科医院は全国では1949年80 ヵ所， 1952年98 ヵ所に上
り，そのベッド数は1762台から4052台に増加した。婦女と児童の保健センター
は1949年には 9 ヵ所しかなかったが1952年2379 ヵ所に達した。また，幼稚園，







































































































































6 ）呉承明 (1985）『中国資本主義与国内市場J，中国社会科学出版社126頁， 130頁
7) 呉承明 (1956）『帝国主義在旧中国的投資』，人民出版社82頁
8 ）同掲書107頁
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地方別 総数 日本人内 朝鮮人工場 支那人工場 外国人工場地人工場
総、 数 486 316 6 161 3 
総数 226 124 101 
関 旅順市 12 8 4 
東 大連市 168 104 63 周水子 5 3 2 
州、｜ 金州、！ 1 2 9 
其他 30 7 23 
総数 260 192 6 60 2 
営口 10 9 
鉄 鞍山 4 3 1 
遼陽 5 5 
道 奉天 53 48 2 1 2 本渓糊 2 2 
安東 54 48 6 附 撫順 45 38 4 3 
鉄嶺 5 5 属 関原 4 3 
四平街 8 3 5 地 公主嶺 1 5 6 
長春 23 10 13 
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30) 事業別男女労働者数
労働者数
総数 日本内地人 中国人 朝鮮人
男 女 男 女 男 女 男 女
総 数 40674 3962 3781 75 36295 3371 595 516 
窯 業 6752 77 248 7 6436 62 68 8 
金属工業 9026 7 758 。 8260 7 8 。
機械機具製造業 5507 。 1900 。 3603 。 4 。
化学工業 "4005 661 71 。 3728 478 205 183 
繊維工業 5689 1893 87 29 5533 1768 69 96 
紙 工 業 454 153 42 1 357 46 55 96 
皮革，骨，角，羽毛品類製造業 12 13 1 。 1 13 。 。
木，竹類に関する製造業 2670 4 54 。 2593 4 23 。
飲食料品，噌好品製造業 2436 1027 76 2 2298 894 60 131 
被服，身の回り品製造業 552 62 24 。 516 62 12 。
土木建築業 145 。 7 。 138 。 。 。
製版，印刷，制本業 1429 37 204 17 1135 18 90 2 
学芸，娯楽，装飾品製造業 70 。 8 。 62 。 。 。
瓦斯，電気及び天然力利用に関する業 1713 9 296 9 1416 。 1 。





総 体 2% 9% 46% 
窯 業 3 1 1 
金属工業 。 0.1 。
機械機具製造業 。 。 。
化学工業 。 1 47 
繊維工業 25 24 58 
紙 工 業 21 1 64 
皮革，骨，角，羽毛品類製造業 。 54 。
木，竹類に関する製造業 。 0.1 。
飲食料品，噌好品製造業 3 28 69 
被服，身の回り品製造業 。 1 。
土木建築業 。 。 。
製版，印刷，制本業 8 2 2 
学芸，娯楽，装飾品製造業 。 。 。
瓦斯，電気及び天然力利用に関する業 3 。 。
其他の工業 。 8 。
出所：『昭和二年関東庁労働統計書』 8 頁～11頁により作成






総 数 1 年以内 l ～ 5 年まで 5 年以上 l 年以内 l ～ i 年まで 5 年以上
総 数 男性 40674 10865 14988 14821 27 37 女性 3962 2141 1627 194 54 41 
日本内地人 男性 3781 198 536 3047 5 14 女性 75 24 21 30 32 28 
中国人 男性 36295 10541 14155 11599 29 39 女性 3371 1891 1356 124 56 40 
出所：『昭和二年関東庁労働統計書』 157頁～169真により作成
33) r昭和六年関東庁労働統計書』（昭和七年） 34頁を参照















総 体 0.57 3.28 1.07 
窯業，土石加工業 0.44 2.64 0.72 
金属工業 0.64 3.03 。
造船業，運搬用具製造業 1.78 3.77 。
機械器具製造業 1.06 2.38 。
化学工業 0.30 2.60 1.04 
繊維工業 0.23 2.84 1.52 
紙工業，印刷業 0.85 2.65 1.02 
木竹草蔓類に関する製造業 0.37 2.82 。
飲食料品，噌好品製造業 0.27 ｷ l.95 。
被服，身の回り品製造業 0.51 1.60 0.43 
土木建築業 0.41 3.19 。
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47）鄭暁瑛衆編『中国女性人口問題号発展』， 1995年，北京大学， 37, 38頁




51）『解放与改造』 1 巻 3 号， 1919年10月
52）『毛沢東周恩来劉少奇朱徳論婦女解放』人民出版社， 1988年， 46頁





57）端木露西「蔚藍中一点、暗潅」『大公報』， 1940年 7 月 6 日






61) 孫健『中華人民共和国経済史J，中国人民大事出版社， 1996, 30頁
62）同掲書37, 38頁
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68) 1939年険甘寧辺区政府は「婦女の纏足禁止条例」を制定した。 18歳以下の女性は，一律に
纏足を禁止する。 40歳以下の纏足している女性は，ただちにこれを解くこと。
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